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２０１０年度 第２四半期決算説明会

２０１０年１０月7日

代表取締役社長 堤 唯見
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§1 ２０１０年度第２四半期累計の実績と総括
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期首予想比
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7.3
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売上比
（％）

２,７７０

５,０５３

５,０２１

６８,８８５

実績数値

２,６００

５,０００

５,０００

７３,０００

期首予想数値

２０１０年度第２四半期累計

四半期純利益

経常利益

営業利益

売上高

単位：百万円

第２四半期累計 決算のポイント

第２四半期連結累計期間において、

経常利益・四半期純利益は、過去最高益過去最高益を更新を更新



5

セグメント別売上構成

９３.６１７,３２８１６,２２５警備保安事業

９２.２２３,０７１２１,２６０清掃事業

その他 ９８.１２,６４０２,５９３

９４.８８,５８５８,１３６建設施工事業

施設管理事業

９４.５

９７.４

７２,８５６

２１,２２７

６８,８８５

２０,６６９

売上高合計

前年
同期比

（％）

２００９年度
第２Ｑ累計

２０１０年度
第２Ｑ累計

単位：百万円

◇「その他」は、ビルメンテナンス部門その他事業とその他営業収入を合算したものです。

その他３.７％

施設管理

３０.０％

清掃

３０.９％

警備保安

２３.６％

建設施工

１１.８％

２０１０年度第２Ｑ累計

6

セグメント別トレンドに変化の兆し

上期に下げ

止まり傾向

6月から3ヶ月

連続で昨年を

上回る実績

AD単体清掃売上高実績（2009年度-2010年度上期）

3月 5月 7月 9月 11月 1月

2009年

2010年

2009年

2010年

単位：百万円

単位：百万円

2800

2400

0

3400

AD単体建設施工売上高実績（2009年度-2010年度上期）

4月 6月 8月 10月 12月 2月

3月 5月 7月 9月 11月 1月4月 6月 8月 10月 12月 2月
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（要約）第２四半期累計連結損益計算書

１７９

１９７

１３９

▲２１３

▲７４

▲３,８９７

▲３,９７１

１０６.９

１０４.０

１０２.９

９６.３

９９.３

９３.７

９４.５

３.６

６.７

６.７

７.９

１４.６

８５.４

１００.０

２,５９１

４,８５６

４,８８２

５,７８５

１０,６６７

６２,１８８

７２,８５６

４.０２,７７０四半期純利益

７.３

７.３

８.１

１５.４

８４.６

１００.０

５,０５３

５,０２１

５,５７２

１０,５９３

５８,２９１

６８,８８５

経常利益

営業利益

販管費

売上総利益

売上原価

売上高

単位：百万円

増減額
前期比

（％）

２００９年度２Ｑ２０１０年度２Ｑ

売上比

（％）
金 額

売上比

（％）
金 額
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（要約）連結貸借対照表 連結キャッシュフロー計算書

単位：百万円

２,３０１３１,３６４３３,６６６純資産合計

固定負債

流動負債

投資等

無形固定資産

有形固定資産

２,１８２４８.６７０５０,８５２負債・純資産合計２,１８２４８,６７０５０,８５２資産合計

１５８３,９７７４,１３５

▲４０１１１,９２４１１,５２３
▲１１９１７,３０６１７,１８６負債合計

▲３６２,７４１２,７０５

▲１８７１,０２４８３７▲２８０１８,６４４１８,３６４固定資産

６８１６,２８１１６,３４９２,４６２３０,０２６３２,４８８流動資産

増減額
２０１０年

２月28日現在

２０１０年

８月31日現在
増減額

２０１０年

２月28日現在

２０１０年

８月31日現在

５,６２１

６,９７０

▲１,３４８

▲３,７０８

８１

２,２７５

２００９年度
２Ｑ累計

６,８３５現金及び現金同等物の期末残高

７,８７３現金及び現金同等物の期首残高

▲１,０３８現金及び現金同等物の増減額

▲６３７財務活動によるキャッシュ・フロー

▲２,４７９投資活動によるキャッシュ・フロー

２,０７６営業活動によるキャッシュ・フロー

２０１０年度
２Ｑ累計

連結貸借対照表

連結キャッシュフロー計算書 単位：百万円

営業活動ＣＦ
４８.８億円税引前四半期純利益

▲４.２億円定期預金減少額

▲５.９億円配当金支払

投資活動ＣＦ

財務活動ＣＦ

売上債権

法人税等支払額

▲１４.１億円

▲２０.８億円

関係会社消費寄託の預入れ
及び返還額の純額 ▲１８.２億円
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第２四半期累計期間の新規就業実績

インテックス大阪 様

（国際展示場施設）
成田空港

第二旅客ターミナル 様

営業の体制強化と積極的な推進により、
様々な用途の施設で幅広いお客さまにサービスを提供

愛知県総合庁舎 様
ヘンケルジャパン
アジアテクノロジーセンター 様

10

海外事業の拡大に向けた取組み

“御用聞き運動”による提案活動の推進

第２四半期累計期間の取組み

＊Ａｄ-ＴＥＭＳ （イオンディライト・トータル・エネルギー・マネジメント・サービス）

企業全体のエネルギー使用量の一元管理と、定期報告書作成をサポートするサービス

新しい試みである清掃方式ＳＬＡ契約を導入

▶お客さま目線での提案活動を推進

▶省エネ法改正に対応した

Ａｄ-ＴＥＭＳ＊の拡販

▶中国華南地区で就業開始

５月．ジャスコ朝北大悦城店（北京市）就業開始
７月．イオン順徳ショッピングセンター（広東省）就業開始

5月からの獲得実績11社・1,133事業所

下期では7,000箇所拡大を目指す

ＣＯ２削減への取組み

提案件数は48,000件超

（前年下期比較136%）
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コア事業のビジネスモデル改革への取組み

第２四半期累計期間の取組み

施設管理

巡回センター売上総利益率

前年同期比 ５.８％改善

▶ワークスケジュール管理の徹底による生産性向上

清 掃

▶イオンディライト清掃モデルの水平展開
導入店舗数

(09年度)61店舗→(10年度累計)133店舗へ

人材育成の推進に向けた取組み

イオンディライトアカデミーながはま

・次世代幹部育成に向けたマネジメント研修

・官・学と連携した次世代技術の研究

（２０１０年３月～８月）
研修延べ人数５,０００人超

▶巡回車両にＧＰＳ機器を搭載し、ルートの効率化

３月開所
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§２ ２０１０年度下期の取組み
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23兆円市場

経営統合について

総合ＦＭＳ事業確立に向けた新たなステージへ

Ｓｔｅｐ１

Ｓｔｅｐ２

Ｓｔｅｐ３

Ｓｔｅｐ１

創出

Ｓｔｅｐ２

拡大

Ｓｔｅｐ３

進化

▶総合ＦＭＳ事業の創出

▶営業体制強化

▶世界のトップ１０へ

▶アジア･アセアン地域へ

▶総合ＦＭＳメニューの

戦略的拡充

総
合
Ｆ
Ｍ
Ｓ
市
場

Ｂ
Ｍ
市
場
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総合ＦＭＳ事業の「総合」と「専門」
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安
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管
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機
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掃

総合 総合

専門専門

総合 専門

清
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水
平
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追
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化
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自
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の
Ｉ
Ｔ
化

・ＳＬＡ
・マルチタスク
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総合ＦＭＳ事業の推進状況

▶ グローバル化を推進している企業

▶ 自社事業の再構築を行なっている
企業や学校・病院

▶ 地方分権化が進む地方公共団体など

個別訪問ターゲットを選定

見積りの提案

各種見積り提案

施
設
管
理

清

掃

警
備
保
安

① 総合ＦＭＳ事業の訴求と営業推進

② 総合ＦＭＳのモデル店舗、確立に向けて

総合ＦＭＳ事業創出

▶ 媒体ＰＲやダイレクト

メールによる訴求

→７～8月で 2,100社送付

▶ コンサルやアドバイザー
方式による提案

総合 専門

建
設
施
工

資
材
販
売

自
販
機

管
理

従
業
員
向

ミ
ニ
売
店

館
内
配
送

商業施設の合理化、効率化に貢献

▶ デューデリジェンスに
よる企業・施設の分析

＋

▶ 総合ＦＭＳ事業推進
室新設
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① バックオフィスサポート事業の概要

新たに加わった事業（バックオフィスサポート事業）

資材関連
事業

自動販売機
事業

50.7％ 49.3％

２００９年度チェルト実績

６８０億円

② バックオフィスサポート事業の取組み内容

主な商品・サービス

資材関連

自動販売機

総合 専門

▶ 環境配慮型素材による

ＣＯ２削減への取組み推進

▶ ＷＥＢ発注システムの強化

▶ ＰＯＳデータを活用した商品管理

▶ 自動販売機のＩＴ化

顧客領域・

売上拡大策の実施
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新たな取組み

② あるべきコールセンターモデルの構築へ

③ マンション事業強化への取組み

総合 専門

① 総合ＦＭＳ事業メニュー拡大への取組み

館
内
Ｅ
Ｓ

駐
車
場

運
営

業
務
代
行

人
材
派
遣

警
送

託
児
所

運
営

ｿﾘｭｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ

さらなる
機能の強化

コールセンターＰＴ設立

今期中の確立を目指す

新たなビジネスモデル、成長の可能性

コ
ア
事
業

マンション事業部の設置
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環境ビジネスの取組み

① 環境ソリューションへの取組み強化

総合 専門

例）大型商業施設へ

電力会社イオンディライト

ＥＳＣＯモデルを提案

＋

省エネ機器の導入＋最適なオペレーション

② 新たな環境ソリューション営業の推進

環境負荷低減に向け官・民で

スマートグリッド、スマートシティを推進

スマートビルディング確立に

向けたプロジェクトへの参画

エネルギー会社との

定期的な研究会を開催
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新しいモデルの構築 総合 専門

→ 清掃作業の「回数」や警備人員の「ポスト数」といった仕様から「細菌数」

や「事件・事故件数」といった新たな評価基準を用いた仕様を検討

→ 収集データの分析により、数値を見える化した

省エネの提案

→ 使用頻度等による耐久年数の予測

→ 事故予防策の提案

中期的視野で既存事業のイノベーションを研究

① スマートビルディングへの取組み

② ＳＬＡ確立に向けた取組み

＊ＳＬＡ（サービス・レベル・アグリーメント）
清掃回数といったものでなく、細菌数や光沢値などを数値化し、サービスレベルをコ
ミットするもの

データ
分析

データ
分析

レポート、
施策の提案

レポート、
施策の提案

施策の実施施策の実施成果の測定成果の測定

詳細データの
取り込み

詳細データの
取り込み

データの
整理・蓄積

データの
整理・蓄積

遠隔監視
センター

遠隔監視
センター

【ネットワーク活用イメージ】【ネットワーク活用イメージ】
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Ｍ＆Ａへの積極的な取組み

① 足らざる機能の獲得を目的としたＭ＆Ａ

② 成長のスピードを加速するためのＭ＆Ａ

③ 環境ビジネスの拡大に向けたＭ＆Ａ

総合 専門

総合ＦＭＳ事業のメニュー拡充と

コア事業の強化に向け、Ｍ&Ａの推進体制を強化
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海外事業戦略

イオン順徳ＳＣ

９月ソフトオープン
７月 イオンモール天津ＴＥＤＡ

・ ９月

イオンモール天津ＴＥＤＡ 受託

ベトナム

中国
▶ １年後に中国で

４→１０店舗へ拡大

・環境ビジネスを中心に事業拡大

・ベトナムでの事業の可能性を調査

ジャスコ朝北大悦城店

５月オープン

① 就業先の拡大

② 営業戦略

総合 専門

22

経営統合シナジーの早期発揮に向けて

▶事務所の統合

① 売上高拡大に向けたクロスセル営業の推進

② 仕入先の集約による仕入原価の削減

③ 販管費の削減に向けた取組み

▶経営統合に先んじて約３００社へ訪問

▶両社の既存仕入先を集約

→引き続き、２,０００社へ営業推進

▶管理部門の効率化

→ 重複するエリアの事務所を統合

→ 要員配置の適正化、組織のスリム化

ビルメンテナンスやＣＯ２工事提案、

自販機、資材での取引き開始

仕入原価の削減

年間ベース ３.６億円
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§３ ２０１０年度業績予想

24

２０１０年度業績予想について

５,４６６

９,９１２

９,９７０

１４０,２９９

金 額
（実績）

１１８．４

１２２．１

１２０．９

１２９．０

前期比

（％）

３.９

７.１

７.１

１００.０

売上比

（％）

２００９年度実績

売上比

（％）
金 額

３．６６,４７０当期純利益

６．７

６．７

１００．０

１２,１０５

１２,０５０

１８１,０００

２０１０年度通期予想

経常利益

営業利益

売上高

単位：百万円
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2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度

記念配当

配当金

8.0円

2004年度

9.0円

2005年度

117.07.0円円

2010年度

中間
2006年度 2007年度 2008年度 2009年度

2010年度

期末予想

配当額 15.0円 17.5円 22.0円 27.0円 22.022.0円円

５.０円５.０円

１７.０円１７.０円

株主還元

１７.０円１７.０円

中間中間

期末期末

※当社は２００７年１２月１日付で１株につき２株の株式分割を行っております。200４年度期首に当該株式分割が行わ
れたと仮定した場合の配当金額です。

※2010年9月1日にチェルト株式会社と合併いたしました。 2011年2月期（予想）の期末配当には、記念配当5.00円を
含んでおります。

２００５年度以降６期６期連続の増配を目指します

26

§４ 参考資料
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２．大株主の状況(上位１０社)
所有比率は発行済株式に対する比率です。

３．所有者区分（比率）

証券会社０.６%

その他の

国内法人

５９.３%外国法人
１７.６%

個人その他

８.６%

自己株式

４.２%

金融機関
９.７%

順位 株主名 所有株式数 所有比率

１ ㈱マイカル ２３,２６１,８００ ５６.２％

２ ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー １,９６８,６４２ ４.８％

３ 自己株式 １,７２９,８３８ ４.２％

４ 日本マスタートラスト信託銀行㈱（信託口） ８４１,４００ ２.０％

５ 日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（信託口） ７３１,４００ １.８％

６ ザ チェース マンハッタン バンク エヌエイ ロンドン エス エル オムニバス アカウント ６５７,９５８ １.６％

７ イオンディライト従業員持株会 ６４４,１００ １.６％

８ イオン株式会社 ５６０,８００ １.４％

９ ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー ５０７,０００ １.２％

１０ イオンディライト取引先持株会 ３９６,０００ １.０％

損益推移・大株主の状況
１．損益推移 単位：百万円

2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度予想

実績 売比（%） 実績 売比（%） 実績 売比（%） 実績 売比（%） 予想 売比（%）

売上高 １１１,１７０ １００.０ １３７,５１９ １００.０ １４５,６９０ １００.０ １４０,２９９ １００.０ １８１,０００ １００.０

営業利益 ５,５７６ ５.０ ８,３３０ ６.１ ９,９４６ ６.８ ９,９７０ ７.１ １２,０５０ ６.７

経常利益 ５,４８５ ４.９ ８,１８６ ６.０ ９,８１２ ６.７ ９,９１２ ７.１ １２,１０５ ６.７

当期純利益 ２,９９８ ２.７ ４,３７９ ３.２ ４,８７６ ３.３ ５,４６６ ３.９ ６,４７０ ３.６

データは2010年8月31日現在
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2007年度 2008年度 2009年度
2010年度

第２四半期

ＥＰＳ（一株当り当期純利益） １１０.３９円 １２２.９２円 １３７.７９円 半期）６９.７０円

ＲＯＥ（自己資本当期純利益率） ２１.０３％ １９.８９％ １８.９１％ 半期） ８.３１％

ＲＯＡ（総資産当期純利益率） ９.１７％ １０.１１％ １１.１９％ 半期） ５.４３％

売上高経常利益率 ５.９５％ ６.７４％ ７.０６％ ７.３４％

売上高当期純利益率 ３.１８％ ３.３５％ ３.９０％ ４.０１％

総資本回転率 ２.８８回 ３.０２回 ２.８７回 半期） １.３５回

自己資本比率 ４７.４３％ ５４.１５％ ６４.２２％ ６５.９０％

１株当り純資産 ５６６.８７円 ６６９.２８円 ７８７.８４円 ８４９.０２円

ＰＥＲ（株価収益率） １９.７９倍 １０.２９倍 ８.８３倍 半期）２２.５０倍

ＰＢＲ（純資産倍率） ３.８５倍 １.８９倍 １.５４倍 １.８６倍

（ご参考）期末株価 ２,１８５円 １,２６６円 １,２１６円 １,５７５円

※

※

※印は株式分割後の指標で表示しております。

経営指標
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■この資料には、イオンディライトの将来についての計画や戦略、 業績に関する予想及び見通しの記

述が含まれています。
◇これらの記述は、過去の事実だけではなく、当社が現時点で把握可能な情報から判断した想定にもとづく見込みです。

そのため、実際の業績は見込みとは異なる可能性がありますので、ご承知置きください。

■資料中、特に注記がない場合を除き下記の方法により記載しております。

◇全て連結を対象として記載

◇記載金額は百万円未満を切り捨て

◇比率は小数点第２位を四捨五入

本日は、ご清聴頂きまして誠にありがとうございました。
ご意見・ご質問につきましては、下記にお願いいたします。

本日、ご説明した内容につきましては発表日当日（２０１０年１０月６日）に入手可能な情報に基づき作成したものであり、
今後の様々な要因により業績予測につきましては、変更する場合がございます。

Ｉ Ｒ担当連絡先 部署名：ディライトコミュニケーション部

責任者名： 大 江(オオエ)

TEL ０６－６２６０－５６３２

FAX ０６－６２６０－５６５３

又は、ホームページよりお問い合わせください。

ｈｔｔｐ：//ｗｗｗ．ａｅｏｎｄｅｌｉｇｈｔ．ｃｏ．ｊｐ

※FAX送信される方は、お名前とご返答用連絡先を必ずご記入ください。

イオンディライト株式会社
（証券コード：９７８７）

イオンディライト株式会社
（証券コード：９７８７）


